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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第12期

第２四半期
連結累計期間

第13期
第２四半期
連結累計期間

第12期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (千円) 22,159,708 21,059,425 55,200,858

経常利益又は経常損失(△) (千円) 1,626,473 △325,988 4,765,237

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益
又は親会社株主に帰属する
四半期純損失(△)  

(千円) 1,148,963 △248,796 3,278,540

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 915,868 △339,035 3,430,419

純資産額 (千円) 52,122,710 53,369,621 54,637,260

総資産額 (千円) 77,616,915 79,303,650 80,618,046

１株当たり四半期(当期)純利益
又は１株当たり四半期純損失
(△)

(円) 45.68 △9.89 130.35

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 67.2 67.3 67.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,102,311 △4,247,226 3,069,102

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △725,047 △302,306 △1,520,603

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,134,531 4,137,643 △2,017,206

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 8,523,174 6,335,406 6,747,295
 

 

回次
第12期

第２四半期
連結会計期間

第13期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 36.49 10.79
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。

２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっている。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していな

い。　
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はない。ま

た、主要な関係会社に異動はない。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。また、前事業年度の有価証券報告

書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　本文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものである。　
 

（１）財政状態及び経営成績の状況

① 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により依然として厳しい

状況で推移した。建設業界においては、公共投資が高水準で底堅く推移し、民間設備投資にも持ち直しの兆しが

見られたものの、先行き不透明感から手持工事を確保する動きに繋がり、受注競争に拍車がかかっている状況と

なっている。

このような状況の中、当社グループも例に漏れず、コロナ禍による取引先の設備投資計画見直しや実施時期の

延期といった影響もあり厳しい受注環境が続いているが、事業への影響を最小限に抑えるべく、引き続き感染防

止策を積極的に進めるとともに、受注の確保と着実な施工に努めてきた。

この結果、受注高については、屋内外電気設備部門および送電線設備部門における大型プロジェクト工事の受

注等も寄与し、257億５千２百万円（前年同期は199億円）となった。売上高については、工事の進捗に対する新

型コロナウイルス感染症の影響は軽微であり、施工は順調に推移したが、前年度からの繰越工事が減少したこと

に加え、一部工事においては東京オリンピック・パラリンピック期間の作業規制等も影響し、210億５千９百万

円（前年同期は221億５千９百万円）となった。前年同期比減少とはなったが、東日本と西日本の電力融通を強

化する国家プロジェクト「飛騨信濃直流幹線新設工事」の完成引渡しをはじめ、引き続き社会インフラ整備の工

事を通じ、人びとの安全・安心な暮らしづくりに貢献できたものと考えている。

利益については、売上高の減少に加え、工事の受注条件が厳しさを増す中、利益率が低下しており、４億３千

９百万円の営業損失（前年同期は12億６千７百万円の営業利益）、３億２千５百万円の経常損失（前年同期は16

億２千６百万円の経常利益）、２億４千８百万円の親会社株主に帰属する四半期純損失（前年同期は11億４千８

百万円の親会社株主に帰属する四半期純利益）となった。

なお、当社グループの業績は、販売費及び一般管理費等の固定費は各四半期に概ね均等に発生する一方で、工

事の完成引渡しが第４四半期に集中することから、売上高、利益ともに第４四半期に偏重する季節的変動があ

る。

 

セグメントの業績は次のとおりである。

 

 ( 電気設備工事業 ）

　電気設備工事業については、受注工事高は257億５千２百万円（対前年同期比29.4％増）、完成工事高は197億５

千８百万円（対前年同期比4.4％減）、営業利益は９億７千８百万円（前年同期は24億９千２百万円の営業利益）と

なった。　

 
［鉄道電気設備部門］

　鉄道電気設備工事については、東日本旅客鉄道株式会社の安全・安定輸送に伴う設備更新工事等により、受注工

事高は117億３千万円、完成工事高は120億６千１百万円となった。

［道路設備部門］

 道路設備工事については、高速道路会社各社の標識工事・電気通信工事、警視庁及び各警察本部の交通信号機工

事等により、受注工事高は45億５千５百万円、完成工事高は30億７千万円となった。

［屋内外電気設備部門］

　屋内外電気設備工事については、官公庁施設・商業施設・銀行関連施設等の電気設備新設・改修工事等により、

受注工事高は37億３千８百万円、完成工事高は17億４千８百万円となった。
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［送電線設備部門］

　送電線設備工事については、電力会社各社の架空送電線路工事により、受注工事高は57億２千７百万円、完成工

事高は28億７千７百万円となった。

 
（ 兼 業 事 業 ）

　兼業事業については、主に鉄道及び道路標識、電設資材、交通安全用品の販売等により、売上高は11億９百万円

（対前年同期比13.8％減）、営業損失は５千８百万円（前年同期は８千９百万円の営業利益）となった。

 

（ 不動産賃貸事業 ）

　不動産賃貸事業については、主にオフィスビルの賃貸等により、売上高は１億９千２百万円（対前年同期比3.0％

減）、営業利益は７千７百万円（前年同期は８千３百万円の営業利益）となった。

 

（注）当社は、セグメント利益又は損失について、各セグメントの営業利益又は営業損失としている。

 

② 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末の総資産については、前連結会計年度末に比べ13億１千４百万円減少し、793億３

百万円となった。（未成工事支出金で７億５百万円の増加、受取手形・完成工事未収入金等で19億７千９百万円

の減少）

負債については、前連結会計年度末に比べ４千６百万円減少し、259億３千４百万円となった。（短期借入金で

50億円の増加、支払手形・工事未払金等で26億３千３百万円の減少、未払法人税等で13億２千３百万円の減少）

純資産については、前連結会計年度末に比べ12億６千７百万円減少し、533億６千９百万円となった。（利益剰

余金で11億７千７百万円の減少、その他有価証券評価差額金で４千２百万円の減少）

　

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、財務活動による資金の流

入、営業活動及び投資活動による資金の流出により63億３千５百万円（前年同期は85億２千３百万円）となった。

［営業活動によるキャッシュ・フロー］

　当第２四半期連結累計期間の営業活動によるキャッシュ・フローの流出額は42億４千７百万円（前年同期は11億

２百万円の流出）となった。これは主に、売上債権の減少による資金の流入、仕入債務の減少、未成工事支出金の

増加、法人税等の支払いによる資金の流出によるものである。

［投資活動によるキャッシュ・フロー］

　当第２四半期連結累計期間の投資活動によるキャッシュ・フローの流出額は３億２百万円（前年同期は７億２千

５百万円の流出）となった。これは主に、有形固定資産及び無形固定資産の取得によるものである。

［財務活動によるキャッシュ・フロー］

　当第２四半期連結累計期間の財務活動によるキャッシュ・フローの流入額は41億３千７百万円（前年同期は31億

３千４百万円の流入）となった。これは主に、短期借入金の純増加によるものである。 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な変更

はない。　

 

（４）研究開発活動

　当社グループにおいて、新技術の開発・改善及び安全作業の向上に関する業務改善等を目的として研究開発活動

を行っている。

　当第２四半期連結累計期間における固定資産に計上した研究開発活動費の総額は12百万円である。
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３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。　
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 50,000,000

計 50,000,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2021年11月５日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 25,617,717 25,617,717
東京証券取引所
市場第一部

単元株式数は100株である。

計 25,617,717 25,617,717 ― ―
 

 
(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

　該当事項なし。　

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項なし。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項なし。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

― 25,617,717 ― 1,430,962 ― 649,201
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(5) 【大株主の状況】

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式(自己株式を
除く。)の総数に対する
所有株式数の割合(％)

東日本旅客鉄道株式会社 東京都渋谷区代々木２－２－２ 4,319 17.17

日本リーテック取引先持株会 東京都千代田区神田錦町１－６ 1,436 5.71

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社（信託口）

東京都港区浜松町２－１１－３ 1,377 5.48

日本リーテック従業員持株会 東京都千代田区神田錦町１－６ 1,153 4.59

日本電設工業株式会社 東京都台東区池之端１－２－２３ 1,045 4.16

BBH FOR FIDELITY LOW-PRICED
STOCK FUND (PRINCIPAL ALL
SECTOR SUBPORTFOLIO) (常任代
理人 株式会社三菱UFJ銀行)

245 SUMMER STREET BOSTON MA 02210
U.S.A. (東京都千代田区丸の内２－７
－１）

995 3.96

光通信株式会社 東京都豊島区西池袋１－４－１０ 971 3.86

BBH FOR FIDELITY PURITAN TR：
FIDELITY SR INTRINSIC 
OPPORTUNITIES FUND (常任代理
人 株式会社三菱UFJ銀行)

245 SUMMER STREET BOSTON MA 02210
U.S.A. (東京都千代田区丸の内２－７
－１)

925 3.68

住友電気工業株式会社 大阪府大阪市中央区北浜４－５－33 854 3.40

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 756 3.01

計 ― 13,834 55.00
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 466,400
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

251,360 ―
25,136,000

単元未満株式
普通株式

― 一単元（100株）未満の株式
15,317

発行済株式総数 25,617,717 ― ―

総株主の議決権 ― 251,360 ―
 

(注)１　「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権40個)含ま

れている。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式16株が含まれている。

 

 

② 【自己株式等】

  2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
日本リーテック株式会社

東京都千代田区神田錦町
一丁目６番地

466,400 ― 466,400 1.82

計 ― 466,400 ― 466,400 1.82
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２ 【役員の状況】

　該当事項なし。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載している。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けている。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 6,760,302 6,348,413

  受取手形・完成工事未収入金等 35,909,014 33,929,880

  未成工事支出金 997,169 1,702,257

  商品及び製品 51,287 61,805

  仕掛品 9,146 8,835

  材料貯蔵品 234,941 234,776

  その他 475,229 705,273

  流動資産合計 44,437,092 42,991,242

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物・構築物（純額） 9,705,129 9,398,593

   機械・運搬具（純額） 258,245 301,907

   工具器具・備品（純額） 295,481 312,688

   土地 7,977,012 7,968,593

   リース資産（純額） 1,454,038 1,599,860

   建設仮勘定 111,658 94,113

   有形固定資産合計 19,801,566 19,675,755

  無形固定資産 420,057 644,582

  投資その他の資産   

   投資有価証券 15,124,976 14,926,004

   その他 849,857 1,081,219

   貸倒引当金 △15,505 △15,155

   投資その他の資産合計 15,959,329 15,992,068

  固定資産合計 36,180,953 36,312,407

 資産合計 80,618,046 79,303,650
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 7,494,231 4,860,448

  電子記録債務 2,873,617 2,168,141

  短期借入金 - 5,000,000

  未払法人税等 1,403,963 80,755

  未成工事受入金 128,385 926,319

  完成工事補償引当金 8,986 7,669

  工事損失引当金 - 2,957

  賞与引当金 1,870,451 979,311

  その他 5,303,547 4,814,490

  流動負債合計 19,083,184 18,840,094

 固定負債   

  退職給付に係る負債 5,165,885 5,227,005

  役員退職慰労引当金 32,722 27,451

  その他 1,698,993 1,839,476

  固定負債合計 6,897,601 7,093,934

 負債合計 25,980,785 25,934,028

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 1,430,962 1,430,962

  資本剰余金 3,205,423 3,205,423

  利益剰余金 48,092,631 46,915,296

  自己株式 △343,434 △343,500

  株主資本合計 52,385,582 51,208,182

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 2,157,182 2,114,191

  退職給付に係る調整累計額 94,495 47,247

  その他の包括利益累計額合計 2,251,677 2,161,438

 純資産合計 54,637,260 53,369,621

負債純資産合計 80,618,046 79,303,650
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 ※1  22,159,708 ※1  21,059,425

売上原価 18,684,626 19,188,404

売上総利益 3,475,081 1,871,020

販売費及び一般管理費 ※2  2,207,175 ※2  2,310,225

営業利益又は営業損失（△） 1,267,905 △439,204

営業外収益   

 受取利息 378 284

 受取配当金 102,762 95,656

 物品売却益 31,318 97,543

 持分法による投資利益 162,635 -

 その他 84,690 26,406

 営業外収益合計 381,786 219,890

営業外費用   

 支払利息 19,436 23,969

 持分法による投資損失 - 77,365

 その他 3,781 5,340

 営業外費用合計 23,218 106,674

経常利益又は経常損失（△） 1,626,473 △325,988

特別利益   

 固定資産売却益 - 39,770

 特別利益合計 - 39,770

特別損失   

 固定資産除売却損 551 2,233

 特別損失合計 551 2,233

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

1,625,922 △288,451

法人税、住民税及び事業税 146,873 43,393

法人税等調整額 330,085 △83,048

法人税等合計 476,958 △39,655

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,148,963 △248,796

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主
に帰属する四半期純損失（△）

1,148,963 △248,796
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 1,148,963 △248,796

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △192,954 △44,307

 退職給付に係る調整額 △15,310 △47,247

 持分法適用会社に対する持分相当額 △24,828 1,316

 その他の包括利益合計 △233,094 △90,238

四半期包括利益 915,868 △339,035

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 915,868 △339,035

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 
税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

1,625,922 △288,451

 減価償却費 498,890 582,241

 賞与引当金の増減額（△は減少） △791,420 △891,140

 役員賞与引当金の増減額（△は減少） △64,450 △66,229

 完成工事補償引当金の増減額（△は減少） 660 △1,316

 工事損失引当金の増減額（△は減少） - 2,957

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △21,423 △6,959

 役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 251 △5,270

 受取利息及び受取配当金 △103,141 △95,940

 支払利息 19,436 23,969

 持分法による投資損益（△は益） △162,635 77,365

 有形固定資産除売却損益（△は益） △234 △37,536

 売上債権の増減額（△は増加） 5,344,330 1,893,937

 未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,337,532 △979,901

 その他の資産の増減額（△は増加） △566,751 △234,889

 仕入債務の増減額（△は減少） △4,079,658 △3,337,462

 未払費用の増減額（△は減少） △150,534 △144,462

 未成工事受入金の増減額（△は減少） 435,815 790,039

 その他の負債の増減額（△は減少） △409,995 △353,155

 小計 237,528 △3,072,205

 利息及び配当金の受取額 167,458 155,862

 利息の支払額 △19,528 △24,161

 法人税等の支払額 △1,487,771 △1,306,721

 営業活動によるキャッシュ・フロー △1,102,311 △4,247,226

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △607,961 △206,004

 有形固定資産の売却による収入 797 148,445

 有形固定資産の除却による支出 △440 △1,737

 無形固定資産の取得による支出 △122,039 △247,129

 投資有価証券の取得による支出 △766 △800

 貸付けによる支出 △7,200 △5,949

 貸付金の回収による収入 11,762 10,604

 その他 799 264

 投資活動によるキャッシュ・フロー △725,047 △302,306
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           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 3,950,000 5,000,000

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △138,197 △185,492

 自己株式の取得による支出 △388 △65

 配当金の支払額 △676,882 △676,797

 財務活動によるキャッシュ・フロー 3,134,531 4,137,643

現金及び現金同等物に係る換算差額 - -

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,307,171 △411,889

現金及び現金同等物の期首残高 7,216,003 6,747,295

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  8,523,174 ※  6,335,406
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【注記事項】

(会計方針の変更)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしている。これにより、従

来は工事契約に係る収益認識に関して、工事の進捗部分について成果の確実性が認められる工事については工事

進行基準を、その他の工事については工事完成基準を適用していたが、第１四半期連結会計期間より履行義務を

充足するにつれて、一定の期間にわたり収益を認識する方法に変更している。なお、履行義務の充足に係る進捗

率を合理的に見積ることができないが、当該履行義務を充足する際に発生する費用を回収することが見込まれる

工事については、原価回収基準を適用している。また、工期がごく短い工事については、完全に履行義務を充足

した時点で収益を認識している。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用している。ただし、収益

認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに従前の取扱いに従って

ほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用していない。また、収益認識会計基準

第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前までに行われた契約変更につい

て、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行い、その累積的影響額を第１四半期連結

会計期間の期首の利益剰余金に加減している。

この結果、当第２四半期連結累計期間の主に原価回収基準を適用し、計上した売上高は60,831千円、売上原価

は△70,717千円であり、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失はそれぞれ131,548千円減少してい

る。また、利益剰余金の当期首残高は249,452千円減少している。なお、「四半期財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期

間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載していない。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしている。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はない。

 
 

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

前連結会計年度の有価証券報告書の（重要な会計上の見積り）に記載した新型コロナウイルス感染症の世界的

拡大の影響に関する仮定について重要な変更はない。
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(四半期連結損益計算書関係)

※１　売上高の季節的変動

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日　至 2020年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自

2021年４月１日　至 2021年９月30日）

 

当社グループの売上高は、通常の営業形態として第４四半期連結会計期間に工事の完成引渡しが集中するた

め、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売

上高が著しく多くなるといった季節的変動がある。

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりである。

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

従業員給料手当 698,961千円 772,453千円

賞与引当金繰入額 203,477 225,548 

退職給付費用 42,204 36,292 

役員退職慰労引当金繰入額 3,507 3,785 
 

 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りである。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金預金勘定 8,536,181千円 6,348,413千円

預入期間が３か月を超える定期
預金

△13,006 △13,006

現金及び現金同等物 8,523,174 6,335,406
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月25日
定時株主総会

普通株式 679,090 27.00 2020年３月31日 2020年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がない。

 
当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月24日
定時株主総会

普通株式 679,086 27.00 2021年３月31日 2021年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項なし。

 

３．株主資本の著しい変動

株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がない。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額電気設備

工事業
兼業事業

不動産賃貸
事業

合計

売上高       

  外部顧客への売上高 20,675,218 1,286,398 198,090 22,159,708 ― 22,159,708

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 ― 435,906 23,043 458,949 △458,949 ―

計 20,675,218 1,722,305 221,134 22,618,657 △458,949 22,159,708

セグメント利益 2,492,661 89,461 83,298 2,665,421 △1,397,515 1,267,905
 

(注)　1.　セグメント利益の調整額△1,397,515千円には、セグメント間取引消去27,109千円、各報告セグメントに配

分していない全社費用△1,424,625千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管

理費である。

     2.　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

 
Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 

報告セグメント

調整額
四半期連結損益
計算書計上額電気設備

工事業
兼業事業

不動産賃貸
事業

合計

売上高       

  外部顧客への売上高 19,758,059 1,109,175 192,190 21,059,425 ― 21,059,425

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高 ― 343,983 24,279 368,262 △368,262 ―

計 19,758,059 1,453,158 216,469 21,427,687 △368,262 21,059,425

セグメント利益又は損失(△) 978,391 △58,003 77,934 998,322 △1,437,527 △439,204
 

(注)　1.　セグメント利益又は損失の調整額△1,437,527千円には、セグメント間取引消去21,177千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△1,458,704千円が含まれている。全社費用は、報告セグメントに帰属しな

い一般管理費である。

     2.　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。

　

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項なし。

 
３．報告セグメントの変更等に関する事項

 会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更している。

　この結果、当第２四半期連結累計期間の主に原価回収基準を適用し、計上した「電気設備工事業」の売上高は

60,831千円であり、セグメント利益は131,548千円増加している。
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(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 
当第２四半期連結累計期間（自　2021年４月１日 至　2021年９月30日）

 
  (単位：千円)

 

 報告セグメント

合計
電気設備工事業 兼業事業 不動産賃貸事業

鉄道電気設備 12,061,744 ― ― 12,061,744

道路設備 3,070,564 ― ― 3,070,564

屋内外電気設備 1,748,172 ― ― 1,748,172

送電線設備 2,877,578 ― ― 2,877,578

兼業 ― 1,109,175 ― 1,109,175

顧客との契約から生じる収益 19,758,059 1,109,175 ― 20,867,235

その他の収益 ― ― 192,190 192,190

外部顧客への売上高 19,758,059 1,109,175 192,190 21,059,425
 

 
 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益又は１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりである。

 

 
前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

45円68銭 △9円89銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社
株　　　主に帰属する四半期純損失(△)(千円)

1,148,963 △248,796

   普通株主に帰属しない金額(千円) － －

   普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利
益又は親会社株主に帰属する四半期純損失(△)(千
円)

1,148,963 △248,796

    普通株式の期中平均株式数(株) 25,151,426 25,151,328
 

　(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

 

 

(重要な後発事象)

該当事項なし。
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２ 【その他】

　該当事項なし。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項なし。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

2021年11月５日

日本リーテック株式会社

取締役会  御中

 

有限責任 あずさ監査法人

　東京事務所
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 田　島 　祥　朗  

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 斉　藤　　直　樹  

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本リーテック

株式会社の2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から

2021年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本リーテック株式会社及び連結子会社の2021年９月30日現在の

財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ
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れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書に

おいて四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注

記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企

業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財

務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信

じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監

査人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

 
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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